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Ⅲ 両院通過議案要旨及び衆議院の委員会における附帯決議等 

 

【内閣委員会】 

○警察法の一部を改正する法律案（内閣提出第２号）要旨 

本案は、最近におけるサイバーセキュリティに対する脅威の深刻化に鑑み、

国家公安委員会及び警察庁の所掌事務に重大サイバー事案に対処するための警

察の活動に関する事務等を追加するとともに、警察庁が当該活動を行う場合に

おける広域組織犯罪等に対処するための措置に関する規定を整備するほか、警

察庁の組織について、サイバー警察局を設置する等の改正を行うもので、その

主な内容は次のとおりである。 

一 重大サイバー事案に対処するための警察の活動に関する規定等の整備 

１ サイバーセキュリティが害されることその他情報技術を用いた不正な行

為により生ずる個人の生命、身体及び財産並びに公共の安全と秩序を害し、

又は害するおそれのある事案を「サイバー事案」と、当該事案のうち一定

の重大なものを「重大サイバー事案」と位置付け、国家公安委員会及び警

察庁の所掌事務に重大サイバー事案に対処するための警察の態勢に関する

事務及び重大サイバー事案に係る犯罪の捜査その他の重大サイバー事案に

対処するための警察の活動に関する事務を追加すること。 

２ 関東管区警察局に、全国を管轄区域として、警察庁の所掌事務のうち重

大サイバー事案に対処するための警察の活動に関する事務を分掌させるこ

と。 

３ 広域組織犯罪等に対処するための措置に関して、警察庁と都道府県警察

が重大サイバー事案について行う共同処理に関する規定及び重大サイバー

事案の処理に関して警察庁に派遣された都道府県警察の警察官の職権に関

する規定を設けること。 

二 警察庁の組織について、サイバー警察局を設置し、その所掌事務としてサ

イバー事案に関する警察に関する事務等を定めるとともに、情報通信局を廃

止し、長官官房の所掌事務に警察通信に関する事務等を追加すること。 

三 その他、所要の規定の整備を行うこと。 

四 この法律は、令和４年４月１日から施行すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 
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一 重大サイバー事案に対処し、国民の生命、身体及び財産並びに公共の安全

と秩序を守るため、万全の対策を講ずるとともに国民への適切な情報提供に

取り組むこと。 

二 重大サイバー事案に係る犯罪の捜査等を行うに当たっては、プライバシー

の権利、通信の秘密等の基本的人権を不当に侵害しないようにすること。 

三 重大サイバー事案に係る犯罪の捜査等に関する国民からの苦情申出に対し

ては真摯に対応すること。また、国家公安委員会に対する苦情申出制度につ

いて、国民に十分周知すること。 

四 重大サイバー事案の対象となる重要インフラ等については、具体的かつ明

確に示すこと。 

五 国境を越えた重大サイバー事案に係る犯罪の捜査等を効果的に行うため、

諸外国及び国際機関との緊密な協力関係を構築するとともに、国際共同捜査

に積極的に参画すること。 

六 サイバー事案に適確に対処するため、警察庁及び都道府県警察において、

高度専門人材を十分に確保するとともに、民間の技術や知見も活用すること。

なお、民間の技術や知見の活用に当たっては、捜査情報等が漏えいすること

のないよう情報管理を徹底すること。 

七 サイバー警察局及びサイバー特別捜査隊の創設に当たっては、サイバー事

案に係る犯罪に関する都道府県警察の捜査能力が低下することのないよう配

慮するとともに、都道府県警察の捜査能力をさらに向上させるため、必要な

措置を講ずること。 

八 サイバー事案に係る犯罪を未然に防止するとともに被害を最小化するため、

犯罪の手口及び対処技術について関係省庁、都道府県警察、事業者等との情

報共有を行うこと。 

 

○一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律案（内閣提出第

７号）要旨 

本案は、人事院の国会及び内閣に対する令和３年８月10日付けの職員の給与

の改定に関する勧告（以下「人事院勧告」という。）に鑑み、一般職の国家公

務員の期末手当の額の改定を行うもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 期末手当の支給月数を年間0.15月分引き下げること。 

二 この法律は、公布の日から施行すること。 

三 人事院勧告の令和３年度の引下げに相当する額については、令和４年６月
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の期末手当から減額することで調整を行うこと。 

 

○特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第８

号）要旨 

本案は、一般職の国家公務員の給与改定に伴い、特別職の職員の期末手当の

額の改定を行うもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 内閣総理大臣等の特別職の職員（秘書官を除く。）の期末手当の支給月数

について、一般職の指定職職員の改定に準じて年間0.1月分引き下げること。 

二 この法律は、公布の日から施行すること。 

三 一般職の職員の給与改定に準じ、令和３年度の引下げに相当する額につい

ては、令和４年６月の期末手当から減額することで調整を行うこと。 

 

○国家公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正す

る法律の一部を改正する法律案（内閣提出第９号）要旨 

本案は、人事院の国会及び内閣に対する令和３年８月10日付けの意見の申出

に鑑み、一般職の国家公務員及び防衛省の職員について育児休業の取得回数の

制限を緩和するとともに、行政執行法人の非常勤の職員について介護休業の取

得要件を緩和するもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 一般職の国家公務員及び防衛省の職員について、職員が同一の子について

育児休業をすることができる回数を、特別の事情がある場合を除き、２回以

内とすること。 

二 一の育児休業の回数には、現行では子の出生の日から人事院規則で定める

期間内にする最初の育児休業を含めないこととされているものを、当該期間

内にする２回目の育児休業についても含めないこととすること。 

三 行政執行法人の非常勤の職員について、介護休業の取得要件のうち、１年

以上の雇用期間の要件を廃止すること。 

四 この法律は、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。ただし、三については、公布の日から起算して

３月を超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 
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○情報通信技術を利用する方法による国の歳入等の納付に関する法律案（内

閣提出第22号）要旨 

本案は、国の歳入等の納付に係る関係者の利便性の向上を図るため、国の歳

入等の納付の方法について定めた他の法令の規定にかかわらず、情報通信技術

を利用する方法による国の歳入等の納付を可能とするために必要な事項を定め

るもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 各省各庁は、国の歳入等の納付で主務省令で定めるものについては、当該

納付に関する他の法令の規定にかかわらず、納付者が情報通信技術を利用し

て自ら納付する方法であって主務省令で定めるものにより当該歳入等の納付

を行わせることができるものとすること。 

二 各省各庁は、国の歳入等の納付で主務省令で定めるものについては、指定

納付受託者に当該歳入等の納付を委託して納付する方法により当該歳入等の

納付を行わせることができるものとすること。 

三 各省各庁の長は、委託を受けて国に歳入等を納付する事務を適切かつ確実

に実施することができる者として政令で定める者を、その申請により、指定

納付受託者として指定することができるものとすること。 

四 その他所要の規定の整備を行うこと。 

五 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して６月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 情報通信技術を利用する方法による納付（以下「キャッシュレス納付」と

いう。）が、広く国の歳入等一般の納付について可能となるよう努めること。 

二 指定納付受託者の未納付により、歳入等の納付者が二重払い等の不利益を

被ることのないよう、万全の措置を講ずること。 

三 指定納付受託者を指定するに当たっては、納付事務を適切かつ確実に実施

することができるよう、指定納付受託者の要件を適切に定めること。 

四 システム障害等によりキャッシュレス納付を行えなくなる事態に備えるた

め、他の納付方法を確保するなど必要な措置を講ずること。 

五 指定納付受託者等による納付者の個人情報の不正利用や流出を防ぐため、

必要な措置を講ずること。 

六 キャッシュレス納付の利用に伴う手数料負担について、国による負担、納
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付者による負担の現状等について整理の上、その在り方について検討するこ

と。 

七 広く行政の手続においてキャッシュレス納付を導入するため、キャッシュ

レス納付のシステム導入等に資するよう、地方公共団体に対する支援等、必

要な措置を講ずること。 

 

○経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

案（内閣提出第37号）要旨 

本案は、国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等に伴い、安全保障を確保

するためには、経済活動に関して行われる国家及び国民の安全を害する行為を

未然に防止する重要性が増大していることに鑑み、安全保障の確保に関する経

済施策を総合的かつ効果的に推進するため、経済施策を一体的に講ずることに

よる安全保障の確保の推進に関する基本方針を策定するとともに、安全保障の

確保に関する経済施策として、所要の制度を創設するもので、その主な内容は

次のとおりである。 

一 特定重要物資の安定的な供給の確保に関する制度として、外部に過度に依

存し、又は依存するおそれがある重要な物資の安定供給確保を図るため、特

定重要物資を指定し、事業者の取組を支援するとともに、安定供給確保が困

難と認めるときは政府が更なる対策を講ずる制度を創設すること。 

二 特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関する制度として、国民生活及

び経済活動の基盤となる特定の役務の安定的な提供を確保するため、妨害行

為の手段として使用されるおそれがある重要な設備等を審査する制度を創設

すること。 

三 特定重要技術の開発支援に関する制度として、先端的技術のうち、当該技

術が外部に不当に利用された場合等において、国家及び国民の安全を損なう

事態を生ずるおそれがある技術の研究開発の促進と適切な活用のため、必要

な情報の提供、資金の確保、調査研究等の措置を講ずる制度を創設すること。 

四 特許出願の非公開に関する制度として、公にすることにより国家及び国民

の安全を損なう事態を生ずるおそれが大きい発明の特許出願につき、出願公

開等の手続を留保し、発明の開示や実施を制限することを可能にする制度を

創設すること。 

五 その他所要の規定の整備を行うこと。 

六 施行期日等 
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１ この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して９月を超えない

範囲内において政令で定める日から施行すること。 

２ 政府は、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとすること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 基本方針の策定に当たっては、以下の事項に配慮すること。 

１ 安全保障に関する経済施策を総合的かつ効果的に推進するに当たっては、

自由かつ公正な経済活動の促進との両立が図られるようにするとともに、

新たな国際経済秩序の形成の促進の重要性に留意すること。 

２ 「経済活動に与える影響」（本法第５条）を考慮するに当たっては、経

済成長に及ぼす影響に配慮するとともに、事業者の事業活動における自主

性を尊重し、事業者間の適正な競争関係を不当に阻害することのないよう

にすること。 

３ 安全保障に関する経済施策を総合的かつ効果的に推進するに当たっては、

事業者及び国民に対し十分な説明を行い、その理解を得るようにすること。 

４ 本法第90条の規定に基づき、我が国が締結した条約その他の国際約束の

誠実な履行を妨げることがないようにすること。 

二 特定重要物資を指定する政令及び安定供給確保支援法人の指定に関する主

務省令並びに特定社会基盤事業者の指定基準を定める主務省令は、関係事業

者、関係事業者の団体その他の関係者の意見を考慮して制定するとともに、

特定技術分野を定める政令は、安全保障の確保に関する経済施策、産業技術

その他特許出願の非公開に関し知見を有する者の意見を考慮して制定するこ

と。 

三 特定重要物資、特定社会基盤事業者及び指定基金の指定並びに特定技術分

野の選定は、客観的かつ公平に行うこと。 

四 物資の生産、輸入又は販売の事業を行う個人又は法人その他の団体に対す

る報告徴収（本法第48条第１項）及び特定重要設備の導入等後等の勧告（本

法第55条第１項）においては、経済活動に与える影響を考慮し、安全保障を

確保するため合理的に必要と認められる限度において行わなければならない

ことについて一層配慮すること。 
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五 特定重要物資又はその生産に必要な原材料等について、備蓄その他の安定

供給確保のために必要な措置を講ずる（本法第44条第６項）際においては、

輸送手段の確保について十分配慮すること。 

六 「特定妨害行為の防止による特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関

し必要な特定社会基盤事業者その他の関係者との連携に関する事項」（本法

第49条第２項第５号）は、特定社会基盤事業者に対する相談、助言その他の

援助の必要性を考慮して定めること。 

七 特定重要技術の開発支援については、我が国の技術的優位性ひいては不可

欠性を確保することにつながるか否かを十分に検証した上で、対象となる技

術をしっかりと見定めていくとともに、真に必要なものに対し、集中的に行

うこと。 

八 特定重要技術の研究開発の促進及びその成果の適切な活用を図るに当たっ

ては、宇宙科学技術、海洋科学技術、量子科学技術及び人工知能関連技術の

重要性に留意すること。 

九 特定重要技術の開発を支援するため、十分な財政措置を講ずること。 

十 保全対象発明の選定に当たっては、産業への影響を考慮して対象をできる

限り限定的なものとすること。その際、デュアルユース技術については、国

費による委託事業の成果である技術や、防衛等の用途で開発された技術、あ

るいは出願人自身が了解している場合などを念頭に、支障が少ないケースに

限定すること。 

十一 特許出願の非公開制度の運用に当たっては、特許出願人が手続を円滑に

行うことができるよう配慮すること。 

十二 本法第80条に基づく損失の補償に当たっては、特許出願人が過度な不利

益を被ることのないよう十分配慮すること。 

十三 本法の施行状況については、遅滞なく国会を含め、国民に公表すること。 

十四 国際共同研究の円滑な推進も念頭に、我が国の技術的優位性を確保、維

持するため、情報を取り扱う者の適性について、民間人も含め認証を行う制

度の構築を検討した上で、法制上の措置を含めて、必要な措置を講ずること。 

十五 安全保障の確保に関する経済施策に関する情報の収集、整理及び分析を

推進する観点から必要があると認めるときには、その体制の整備について、

速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとするこ

と。 

十六 本法第48条第１項の規定による報告又は資料の提出の状況を勘案し、必
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要があると認めるときは、同項の規定による報告又は資料の提出の実効性を

確保するための方策について、本法の施行後適当な時期において検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

十七 ウクライナ情勢はじめ世界の安全保障環境が激変している状況を勘案し、

経済安全保障に関する諸施策の実効性を伴う総合的な推進を図るための方策

について、本法の施行後適当な時期において検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとすること。 

 

○こども家庭庁設置法案（内閣提出第38号）要旨 

本案は、こども政策を我が国社会のまんなかに据え、こどもを取り巻くあら

ゆる環境を視野に入れ、こどもを誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体

で後押ししていくため、強い司令塔機能を有し、こどもの最善の利益を第一に

考え、常にこどもの視点に立った政策を推進するこども家庭庁を設置しようと

するもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 こども家庭庁は、こども家庭庁長官を長とし、内閣府の外局として設置さ

れること。 

二 こども家庭庁は、こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長する

ことのできる社会の実現に向け、こども及びこどものある家庭の福祉の増進

及び保健の向上その他のこどもの健やかな成長及びこどものある家庭におけ

る子育てに対する支援並びにこどもの権利利益の擁護に関する事務を行うこ

とを任務とするとともに、当該任務に関連する特定の内閣の重要政策に関す

る内閣の事務を助けることを任務とすること。 

三 こども家庭庁は、二の任務を達成するため、子ども・子育て支援給付に関

することやこどもの保育、虐待の防止に関することなど、こどもの福祉や保

健、子育て支援等に関する事務を移管するとともに、小学校就学前のこども

の健やかな成長のための環境の確保及び小学校就学前のこどものある家庭に

おける子育て支援に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進、地域に

おけるこどもの適切な遊び及び生活の場の確保、こどもの安全で安心な生活

環境の整備に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進、いじめの防止

等に関する相談の体制その他の地域における体制の整備、こどもの権利利益

の擁護等をつかさどるほか、こどもが自立した個人としてひとしく健やかに

成長することのできる社会の実現に向けた基本的な政策に関する事項や結婚、

出産又は育児に希望を持つことができる社会環境の整備等少子化の克服に向
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けた基本的な政策に関する事項等の企画及び立案並びに総合調整をつかさど

ること。 

四 こども家庭庁長官は、所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、資料の提出、説明その他必要な協力を求めること

ができること。 

五 こども家庭庁に、こども家庭審議会等を置くほか、特別の機関として、少

子化社会対策会議、子ども・若者育成支援推進本部及び子どもの貧困対策会

議を置くこと。 

六 この法律は、令和５年４月１日から施行すること。 

七 政府は、この法律の施行後５年を目途として、小学校就学前のこどもに対

する質の高い教育及び保育の提供その他のこどもの健やかな成長及びこども

のある家庭における子育てに対する支援に関する施策の実施の状況を勘案し、

これらの施策を総合的かつ効果的に実施するための組織及び体制の在り方に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとすること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 こども施策の実施に当たっては、関係府省庁、地方公共団体等の連携を十

分に確保すること。特にこどもの教育に関しては、こども施策に関する総合

調整機能を担うこども家庭庁と教育行政をつかさどる文部科学省との緊密な

連携の確保を図ること。 

二 こども家庭審議会は、メンバー及び運営の公平性・透明性に加え、こども

を取り巻く諸課題に迅速に対処するために必要な課題の把握・検証を不断に

行い、関係府省庁、地方公共団体、教育機関その他の関係機関などに対する

実効性のある施策の実現に取り組むこと。 

三 こども施策の検討に当たっては、こどもや若者の意見を把握するために、

特定の手段によることなく多様な手法を検討・活用するとともに、こどもや

若者が意見を表明しやすい環境整備に向けて、地方公共団体、教育機関その

他の関係機関などと緊密に連携すること。また、こどもの意見形成を促進す

るために、こどもの年齢及び発達を考慮し、こどもが理解しやすくかつアク

セスしやすい多様な方法で十分な情報提供を行うこと。 

四 こどもの年齢及び発達の程度に応じ、こどもの意見を尊重し、その最善の
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利益を優先して考慮するための方針を早期に具体化し、その実施に当たって

は、関係府省庁に対しその趣旨を徹底するとともに、実効性の確保に向けて

恒常的な連携を図ること。 

五 我が国の家族関係社会支出が諸外国と比べて低水準となっているとの指摘

を踏まえ、政府はこども政策に関する予算の確実な確保とともに、更なる予

算確保のための中長期的な方策及びそのための安定財源の確保の検討に早期

に着手すること。 

 

○こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律案（内閣提

出第39号）要旨 

本案は、こども政策について、こども家庭庁の下で一元的に推進し、こども

及びこどものある家庭に対する支援を効果的に図ることができるようにするた

め、こどもの福祉の増進や保健の向上、子育てに対する支援等を行う法律を移

管する等関係法律について所要の整備を行うもので、その主な内容は次のとお

りである。 

一 児童福祉法その他の関係法律について、内閣総理大臣及びこども家庭庁長

官の権限を定める等関係規定の整備を行うものとすること。 

二 内閣府設置法その他の行政組織に関する法律について、任務、所掌事務の

変更等関係規定の整備を行うものとすること。 

三 この法律は、一部の規定を除き、こども家庭庁設置法の施行の日から施行

するものとするほか、この法律の施行に関し必要な経過措置等を定めるもの

とすること。 

（附帯決議） 

こども家庭庁設置法案に対する附帯決議と同内容（33頁参照） 

 

○道路交通法の一部を改正する法律案（内閣提出第52号）（参議院送付）要旨 

本案は、最近における道路交通をめぐる情勢等に鑑み、特定自動運行に係る

許可制度を創設するとともに、特定小型原動機付自転車及び遠隔操作型小型車

の交通方法等に関する規定並びに特定免許情報の個人番号カードへの記録に関

する規定の整備等を行うもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 運転者がいない状態で一定の基準を満たす自動運行装置を使用して自動車

を運行することを「特定自動運行」と定義し、「運転」の定義から除くこと。 

二 特定自動運行を行おうとする者は、特定自動運行を行おうとする場所を管
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轄する都道府県公安委員会に特定自動運行計画等を提出して、許可を受けな

ければならないこととし、都道府県公安委員会は、特定自動運行計画が一定

の基準に適合するかどうかを審査して、許可をしなければならないこととす

ること。 

三 原動機付自転車のうち、車体の大きさ及び構造が自転車道における他の車

両の通行を妨げるおそれのないものであり、かつ、その運転に関し高い技術

を要しないものである車として一定の基準に該当するものを「特定小型原動

機付自転車」と定義し、その交通方法等に関する規定を整備すること。 

四 人又は物の運送の用に供するための原動機を用いる小型の車であって遠隔

操作により通行させることができるもののうち、車体の大きさ及び構造が歩

行者の通行を妨げるおそれのないものとして一定の基準に該当するものであ

り、かつ、一定の基準に適合する非常停止装置を備えているものを「遠隔操

作型小型車」と定義し、その交通方法等に関する規定を整備するとともに、

遠隔操作型小型車の使用者は、当該遠隔操作型小型車を遠隔操作により通行

させようとする場所を管轄する都道府県公安委員会に届出をしなければなら

ないこととすること。 

五 運転免許を現に受けている者のうち、当該運転免許について運転免許証の

みを有するもの等は、いつでも、その者の個人番号カードの区分部分に特定

免許情報を記録することを申請することができることとし、特定免許情報が

記録された個人番号カードは、運転免許証の携帯及び提示義務に係る規定の

適用については、運転免許証とみなすこととすること。 

六 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。ただし、三は公布の日から起算して２年を超え

ない範囲内において政令で定める日から、五は公布の日から起算して３年を

超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 本法により特定小型原動機付自転車（以下「電動キックボード等」とい

う。）に関する交通ルールが整備されることを踏まえ、新たな交通ルールの

周知徹底を図ること。 

二 電動キックボード等及び自転車による事故が頻発していることを踏まえ、

悪質な運転に対する取締りを強化すること。また、交通事故情報等を収集・
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分析し、交通安全の更なる向上に努めること。 

三 遠隔操作型小型車（以下「自動配送ロボット等」という。）が歩行者の安

全を脅かすことのないよう、悪質な使用をする者に対し厳正に対処すること。 

四 電動キックボード等の車体の安全性に関する基準を速やかに策定するとと

もに、基準に適合しない車両や不正に改造された車両に対する取締りを徹底

すること。 

五 電動キックボード等及び自転車の安全な走行環境を確保するため、自転車

道の整備等に努めること。また、今後電動キックボード等の普及が見込まれ

ることに鑑み、駐車環境の整備等に努めること。 

六 電動キックボード等が又貸しされる場合等においては、販売事業者等が利

用者に直接交通安全教育を行うことが困難であることに鑑み、電動キック

ボード等を実際に利用する者に対する交通安全教育が確実に行われるよう努

めること。 

七 視覚障害者を始めとする身体障害者やお年寄り、子どもなどが安心して歩

道を通行することができるよう、電動キックボード等及び自動配送ロボット

等の歩道走行の在り方について検討した上で、必要な措置を講ずること。 

八 ヘルメットの着用が事故による致死率の低下等につながることに鑑み、電

動キックボード等及び自転車について、ヘルメット着用の義務化も含め、ヘ

ルメット着用率の向上に向けた方策を検討した上で、必要な措置を講ずるこ

と。 

九 本法により16歳未満の者による電動キックボード等の運転が禁止されるこ

とを踏まえ、当該規定の遵守を徹底するための方策について検討した上で、

必要な措置を講ずること。 

十 電動キックボード等については、人力により作動する自転車に比べ利用者

による制御が難しいことや今後の技術開発の状況、事故の発生状況等を踏ま

え、免許制の導入も含め、規制の在り方について検討した上で、必要な措置

を講ずること。 

十一 電動キックボード等が、類似の一般原動機付自転車と容易に判別可能と

なるよう、外観表示の在り方について検討した上で、必要な措置を講ずるこ

と。 

十二 自動配送ロボット等については、事故や非常停止が生じた場合の対応を

速やかに行うことができるよう、自動配送ロボット等の使用者による対応方

法等を検討した上で、必要な措置を講ずること。 
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十三 特定自動運行に関する制度の在り方については、今後の技術開発の状況

や事故の発生状況等を踏まえ、特定自動運行に係る業務に従事する者の資格

要件の創設も含めて検討した上で、必要な措置を講ずること。 

十四 特定自動運行の許可制度の運用に当たっては、許可の審査、条件の付与、

変更又は追加、特定自動運行計画の変更等の手続において、事業者の負担や

予見可能性に配慮し、手続の効率化や手続が求められる要件の明確化に努め

ること。 

十五 運転免許証とマイナンバーカードの一体化に当たっては、国民への十分

な周知を図るとともに、個人情報の保護を徹底すること。 

 

○こども基本法案（加藤勝信君外10名提出、衆法第25号）要旨 

本案は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の

社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個

人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環

境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送

ることができる社会の実現を目指して、こども施策を総合的に推進するもので、

その主な内容は次のとおりである。 

一 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいうこと。

また、「こども施策」とは、こどもに関する施策及びこれと一体的に講ずべ

き施策をいうこと。 

二 こども施策は、全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的

人権が保障されるとともに、差別的取扱いを受けることがないようにするこ

と等を基本理念として行われなければならないこと。 

三 国及び地方公共団体の責務並びに事業主及び国民の努力について規定する

こと。 

四 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が講

じたこども施策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表

しなければならないこと。 

五 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱

（以下「こども大綱」という。）を定めなければならないこと。また、都道

府県は、こども大綱を勘案して、都道府県こども計画を定めるよう努めるも

のとし、市町村は、こども大綱等を勘案して、市町村こども計画を定めるよ

う努めるものとすること。 
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六 基本的施策として、五に掲げるもののほか、こども施策に対するこども等

の意見の反映、こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な提供のための体

制の整備等、関係者相互の有機的な連携の確保等、この法律及び児童の権利

に関する条約の趣旨及び内容についての周知、こども施策の充実及び財政上

の措置等について規定すること。 

七 こども家庭庁に、特別の機関として、こども政策推進会議を置くこと。ま

た、同会議は、こども大綱の案を作成するに当たり、こども及びこどもを養

育する者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとすること。 

八 この法律は、令和５年４月１日から施行すること。 

九 国は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況及びこ

ども施策の実施の状況を勘案し、こども施策が基本理念にのっとって実施さ

れているかどうか等の観点からその実態を把握し及び公正かつ適切に評価す

る仕組みの整備その他の基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のた

めに必要な方策について検討を加え、その結果に基づき、法制上の措置その

他の必要な措置を講ずるものとすること。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 こども施策の実施に当たっては、日本国憲法及び児童の権利に関する条約

の理念にのっとり、こどもの最善の利益が図られ、その人権が保障され、及

び社会全体でこどもの成長を支援する社会の実現を目指すこと。また、社会

全体でこどもの成長を支援する社会の実現を担保するための方策について検

討した上で、必要な措置を講ずること。 

二 こども施策の実施に当たっては、いじめ、不登校、自殺、虐待等、こども

を取り巻く状況が深刻化していることを踏まえ、全てのこどもの生存と安全、

教育を受ける権利等の保障に万全を期すこと。また、教育及びこどもの福祉

に係る施策のより一層の連携確保を図ること。 

三 こども施策を実施するための予算及び人員を十分に確保し、全てのこども

の成長の支援に万全を期すこと。また、教育を受ける機会が等しく与えられ

るよう、義務教育のほか、幼児教育、高等学校教育、大学教育など、教育の

全過程について必要な負担軽減策に取り組むこと。 

四 こども施策の推進は、全てのこどもについて、こどもの年齢及び発達の程
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度に応じて、こどもの意見を聴く機会及びこどもが自ら意見を述べることが

できる機会を確保し、その意見を十分に尊重することを旨として行うこと。 

五 こども施策の実施に当たっては、希望する者が安心してこどもを生み、育

てることができる社会の実現を図るため、結婚、妊娠・出産、育児及びこど

もの成長に関する支援が切れ目なく行われるよう十分配慮すること。また、

これまで支援が届きにくかった中学校卒業後又は高等学校中退後に修学も就

業もしていないこどもや若者も支援の対象とすること。 

六 長引くコロナ禍の影響等により、子育て世帯の生活が厳しさを増している

ことを踏まえ、子育て世帯への支援の拡充策について検討した上で、必要な

措置を講ずること。 

七 保護者の経済的な状況など生まれ育った環境によってこどもの成長が左右

されることのないよう、子どもの貧困率の低減に取り組むこと。 

八 保育士や幼稚園教諭をはじめ、子育て支援の現場で働く職員について、更

なる処遇改善について検討を行うこと。また、子育て支援の現場で働く職員

数の不足等により、必要な支援が停滞することがないよう新たな人材を確保

するための方策を検討するとともに、職員の業務負担の軽減に努めること。 

九 こどもに関する支援に資する情報の共有を促進するための情報通信技術の

活用その他の必要な措置について、個人情報の適正な取扱いを確保するに当

たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の義務規定

を遵守するだけでなく、その基本理念を踏まえ、経済協力開発機構（ＯＥＣ

Ｄ）閣僚理事会勧告も参考としつつ、こども及び父母その他の保護者の私生

活の自由に配慮するものとすること。 

十 こどもに関するデータや統計の活用に当たっては、政府全体として収集す

べきデータを精査し、各府省庁が連携してデータを収集・分析する環境を構

築するとともに、収集したデータに基づいて各種施策の評価及び改善策の検

討を行い、その内容を必要に応じ国会に報告すること。 

十一 日本国内のこども並びにこどもに関わる大人及びこどもを養育中の保護

者を含むあらゆる大人に対する、児童の権利に関する条約の趣旨や内容等に

ついての普及啓発に、その認知度を把握しつつ取り組むこと。 

十二 基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のために必要な方策につ

いては、必要に応じ、本法の施行後５年を待つことなく、速やかに検討を加

え、その結果に基づき、法制上の措置その他の必要な措置を講ずること。 
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○性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映

像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するため

の出演契約等に関する特則等に関する法律案（内閣委員長提出、衆法第

43号）要旨 

本案は、性行為映像制作物の制作公表により出演者の心身及び私生活に将来

にわたって取り返しの付かない重大な被害が生ずるおそれがあり、また、現に

生じていることに鑑み、性行為映像制作物への出演に係る被害の発生及び拡大

の防止を図り、並びにその被害を受けた出演者の救済に資するために徹底した

対策を講ずることが出演者の個人としての人格を尊重し、あわせてその心身の

健康及び私生活の平穏その他の利益を保護するために不可欠であるとの認識の

下に、出演者の性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するため、

出演契約等に関する特則を定める等の措置を講ずるもので、その主な内容は次

のとおりである。 

一 この法律において「性行為映像制作物」とは、性行為に係る人の姿態を撮

影した映像並びにこれに関連する映像及び音声によって構成され、社会通念

上一体の内容を有するものとして制作された電磁的記録又はこれに係る記録

媒体であって、その全体として専ら性欲を興奮させ又は刺激するものをいう

こと。 

二 性行為の強制の禁止並びに他の法令による契約の無効及び性行為その他の

行為の禁止又は制限をいささかも変更するものではないとのこの法律の実施

及び解釈の基本原則を明らかにすること。 

三 出演契約の締結及び履行等に当たっての制作公表者等の義務、出演契約の

効力の制限及び解除並びに差止請求権の創設等の厳格な規制を定める特則並

びに特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律の特例を定めること。 

四 性行為映像制作物の制作公表の各段階における、出演者等のための相談体

制の整備等について定めること。また、国及び地方公共団体は、性行為映像

制作物への出演に係る被害の発生を未然に防止するために必要な教育活動及

び啓発活動の充実を図るものとすること。 

五 制作公表者等が、出演契約の任意解除等を妨げるため、出演者に対し、出

演契約の任意解除等に関する事項等につき、不実のことを告げる行為をした

場合又は出演者を威迫して困惑させた場合等の罰則を設けること。 

六 この法律は、一部の規定を除き、公布の日の翌日から施行すること。 
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七 この法律の規定については、この法律の施行後２年以内に、この法律の施

行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られるものとすること。 

八 七の検討に当たっては、性行為映像制作物の公表期間の制限及び無効とす

る出演契約等の条項の範囲その他の出演契約等に関する特則の在り方につい

ても、検討を行うようにするものとすること。 

 

＜委員会決議＞ 

○性行為映像制作物への出演に係る被害の防止及び出演者の救済に関する件 

政府は、性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性

行為映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するた

めの出演契約等に関する特則等に関する法律の施行に当たっては、次の事項に

留意し、その運用等について遺漏なきを期すべきである。 

一 性行為映像制作物（以下「ＡＶ」という。）への出演により甚大な被害が

発生していることを踏まえ、性暴力被害者、いわゆる虐待サバイバー・発達

特性のある人も含め、全てのＡＶ出演被害者の尊厳と人格を尊重し、被害の

予防や救済の実現に万全を期すこと。また、本法が公序良俗に反する契約や

違法な行為を容認又は合法化するものではないことを周知徹底すること。 

二 本法の適切な運用を図るため、本法の趣旨及び内容について関係機関等に

周知徹底するとともに、成立に至る経緯について周知すること。また、若年

層に対するＡＶ出演被害に関する啓発を行うなど、本法の被害防止・救済に

関する広報・普及啓発をより具体的かつ積極的に行うこと。 

三 ＡＶ出演被害者に対する適切な支援を行うため、被害の実態調査を実施す

ること。また、内閣府におけるＡＶ出演被害対策のための体制を整えること。

関係機関・団体と連携し、実効性のある相談体制を構築するとともに、被害

者の支援に必要な財政上の措置を講ずること。また、性犯罪・性暴力被害者

のためのワンストップ支援センター、法テラス、インターネットを通じた被

害防止・救済に取り組む関係機関、地方公共団体の男女共同参画窓口等の関

係構築を促進し、支援環境の整備に努めること。警察における相談支援体制

を強化し、女性警察官の配置の強化など、ＡＶ出演被害者が相談しやすい環

境の確保、傷ついた心理に寄り添う対応の強化を図ること。 

四 被害者が制作公表者の氏名・住所を知らないまま海外のウェブサイトや

サーバーを経由した被害が拡散していることに鑑み、被害者が本法の定める
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解除、取消、差止請求を実施できるよう必要な支援を行うこと。また、ＡＶ

出演被害者が拡散防止措置を迅速に、困難なく申請できるよう、時機にか

なった必要な支援を行うこと。ＡＶ出演被害者救済のためのサイト運営事業

者の役割などを明らかにし、対策を強化すること。また、サイト運営事業者

自身による契約約款や利用規約等に基づく主体的な削除等の取組を支援する

とともに、迅速・的確な拡散防止の対応ができるよう環境整備を行うこと。 

五 本法施行後において、差止請求、拡散防止及び被害の相談件数等について

実態を把握するとともに、その結果に基づいて検討を行い必要な措置を講ず

ること。 

六 ＡＶ出演被害については、本法の罰則規定とともに、刑法の強要罪、強制

性交等罪等、職業安定法、労働者派遣法、売春防止法、著作権法、私事性的

画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（リベンジポルノ対策法）、

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関

する法律（児童ポルノ禁止法）による厳正な取締りを強化すること。また、

本法の趣旨及び罰則規定の意義、本法制定の背景であるＡＶ出演被害の特徴

と重大性について、必要な研修を職員に行い、法曹関係者に周知すること。 

右決議する。 

  


